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介護老人福祉施設，介護老人保健施設，介護療養型医療施設の介護保険３施設内で医療処置
を受けている者の在所者全体に対する割合を医療処置の種類別に明らかにする。
厚生労働省が2001年に行った全国調査の公表データをもとに，施設種別ごと，要介護度別

に，介護保険３施設内で行われた医療処置の状況について比較検討した。
医療処置を受けている者の在所者全体に対する割合は，介護老人福祉施設と介護老人保健施

設で約２割，介護療養型医療施設で約４割であった。３施設ともに，要介護１～４の在所者で
は，医療処置を受ける者の割合は全体の３割以下であり，処置の内容としては，疼痛管理，モ
ニター測定，点滴，膀胱カテーテルなどが高かった。一方，要介護５の在所者では，介護老人
福祉施設と介護老人保健施設で３割，介護療養型医療施設で６割の者が医療処置を受けてお
り，処置の内容としては，経管栄養と喀痰吸引の割合が高かった。また，経管栄養と喀痰吸引
の処置を受けている者の割合は，在所者全体でも，要介護５の在所者のみでも，介護老人保健
施設より介護老人福祉施設の方が高かった。
施設内で何らかの医療処置を受けている在所者の割合は，介護療養型医療施設が介護老人福

祉施設および介護老人保健施設の約２倍であった。しかし，経管栄養と喀痰吸引の処置を受け
ている在所者の割合は，医療職員の少ない介護老人福祉施設の方が介護老人保健施設より高
く，今後の課題と考えられた。

介護保険施設，ナーシングホーム，医療処置，経管栄養，疼痛，褥瘡

Ⅰ

高齢社会にある日本において，2003年現在，
約72万人の要介護高齢者が介護保険施設で生活
している1)。これらの者のうち90歳以上の高齢
者が占める割合は2000年から４年間で4.8％増
加し，在所者全体の27.3％を占めるようになっ
た2)。今後，在所者の高齢化に伴い，医療処置
を要する在所者が増加することが考えられる。
介護保険施設とされる，介護老人福祉施設，

介護老人保健施設，介護療養型医療施設（以下

「介護保険３施設」）は，その設立目的に沿っ
て，医療職員の配置が規定されている。例えば
医師数については，在所者100人当たり介護老
人福祉施設が１人（非常勤可），介護老人保健
施設が１人（常勤），介護療養型医療施設では
３人である3)。また，看護職の配置は，同じく
介護老人福祉施設が３人，老人保健施設が９
人，介護療養型医療施設では17人である3)。
今後の介護保険３施設が，医療職員という人
的な資源を含む限られた医療資源を有効に活用
し，質の高いケアを提供していくためには，現



（単位 人,（ ）内％） 2001年９月末日

介護老人
福祉施設

介護老人
保健施設

介護療養型
医療施設

施設数
在所者総数
男性
女性
男性
64歳以下
65～84歳
85歳以上
女性
64歳以下
65～84歳
85歳以上
要介護度
１
２
３
４
５

障害なし
Ｊ
Ａ
Ｂ
Ｃ
寝たきり(再掲）

認知症なし
Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ
Ⅳ
Ｍ
入所期間
６カ月未満
６カ月～１年
１～４年
４年以上

入所前の生活場所
自宅
施設2）
医療機関

注 1) 調査票の項目名は「痴呆性老人の日常生活自立度」である。
2) 介護老人福祉施設，介護老人保健施設，その他の社会福祉施設を含む。
3) 各属性における不詳数値は掲載を省略した。

障害老人の日常生活自立度（寝たきり度）

認知症老人の日常生活自立度1）

在，医療処置を受けている者の在所者全体に対
する割合と，受ける者の割合の高い医療処置の
種類を把握することは重要である。しかし，筆
者らが検索した限り，介護保険施設内で提供さ
れる医療処置を受けている在所者の割合や種類
を施設種別で比較検討した報告はなかった。
そこで，本研究では，厚生労働省が行った全

国調査の公表データをもとに，介護保険施設内
で医療処置を受けている者の在所者全体に対す
る割合を医療処置の種類別に，3施設間で比較
検討することを目的とした。

Ⅱ

厚生労働省が全国の介護保険施設を対象とし
て行った「平成13年介護サービス施設・事業所
調査」4)の公表データを厚生労働省ホームペー
ジからダウンロードした。
この調査は，2001年10月１日現在で，施設職
員が記入する自記式調査法で行われたものであ
る。対象施設は，全国11,294の介護保険施設の
うち，休止中の施設を除く11,222施設（介護老
人福祉施設4,651施設，介護老人保健施設2,779
施設，介護療養型医療施設3,792施設）で，そ

のすべての施設について，介護老人福祉
施設票，介護老人保健施設票，介護療養
型医療施設票に基づく調査が行われた。
主な調査項目は，開設主体，定員，在所
者数，従事者数などであった。
また，上記の対象施設から，都道府
県・指定都市・中核市で層化無作為抽出
された3,747施設（介護老人福祉施設
1,040施設，介護老人保健施設798施設，
介護療養型医療施設1,909施設）におけ
る同年９月末現在の在所者で，誕生日が
奇数の者について，介護保険施設利用者
個票（以下「利用者個票」）に基づく調
査が行われた。主な調査項目は，利用者
の基本属性，要介護度，障害老人の日常
生活自立度（寝たきり度），痴呆性老人の
日常生活自立度（調査票の項目名であり，
本稿では「認知症老人の日常生活自立度」
とする），医療処置の状況などであった。
これらの調査結果は，利用者個票の対象
とならなかった（誕生日が偶数であっ
た）在所者の性別，年齢，要介護度をも
とに補正され，全国推計値（介護保険３
施設の全在所者数）として公表された。
利用者個票における医療処置の調査項
目は，「施設内での処置」と「他の医療
機関等での処置－往診により施設内で受
けた処置を含む」に分かれているが，そ



（単位 人，（ ）内％） 2001年９月末日

介護老人
福祉施設

介護老人
保健施設

介護療養型
医療施設

在所者数

施設内医療処置あり

要介護１
２
３
４
５

栄養・補液関連
経管栄養
点滴
中心静脈栄養

気道関連
喀痰吸引
酸素療法
ネブライザー
人工呼吸器
気管切開

排泄関連
膀胱カテーテル
人工肛門
人工膀胱
透析

その他
疼痛管理
モニター測定1)
褥瘡の処置(Ⅲ度以上）
ドレーン
その他

注 1) 心拍・血圧・酸素飽和度の測定を指す。

要介護度別医療処置をうけている在所者

2001年９月末日

れぞれの処置ごとに17項目（点滴，膀胱カテー
テル，人工膀胱，人工肛門，喀痰吸引，ネブラ
イザー，酸素療法，気管切開，人工呼吸器，中

心静脈栄養，経管栄養，透析，ドレーン，心
拍・血圧・酸素飽和度の測定（以下「モニター
測定」），褥瘡の処置（Ⅲ度以上），疼痛管理，

その他）が行われているかどうかについ
て調査が行われた。なお，Ⅲ度以上の褥
瘡とは， の分類5)によるグレード
Ⅲ度以上であり，深在性筋膜に及ぶ深さ
以上の褥瘡をさす。

本研究では，上記の17項目の医療処置
について，筆者を含む介護保険施設にお
ける医療提供の実践経験がある医師３人
の臨床的経験に基づいて，「栄養・補液
関連」「気道関連」「排泄関連」「その
他」の４つにカテゴリー化し，施設内で
それぞれの医療処置を受けていると報告
された人数を施設種別ごとの在所者総数
で除して，施設内で医療処置を受けてい
る者の割合を算出した。また，在所者が
医療処置を要するかどうかは在所者の心
身状態によって影響を受けるため，要介
護度別に層別化して施設内で行われた医
療処置の状況を介護保険３施設間で比較
検討した。

Ⅲ

介護保険３施設の在
所者の基本属性を
に示す。３施設のいず
れも，85歳以上の女性
が在所者の約４割を占
めていた。要介護５の
在所者の割合は，介護
療養型医療施設（43.3
％），介護老人福祉施
設（27.7％），介護老
人保健施設（16.0％）
の順で高かった。障害



（単位 人,（ ）内％） 2001年９月末日

介護老人
福祉施設

介護老人
保健施設

介護療養型
医療施設

要介護１
在所者数
経管栄養
点滴
喀痰吸引
膀胱カテーテル
疼痛管理
モニター測定1)
褥瘡の処置(Ⅲ度以上）

要介護２
在所者数
経管栄養
点滴
喀痰吸引
膀胱カテーテル
疼痛管理
モニター測定1)
褥瘡の処置(Ⅲ度以上）

要介護３
在所者数
経管栄養
点滴
喀痰吸引
膀胱カテーテル
疼痛管理
モニター測定1)
褥瘡の処置(Ⅲ度以上）

要介護４
在所者数
経管栄養
点滴
喀痰吸引
膀胱カテーテル
疼痛管理
モニター測定1)
褥瘡の処置(Ⅲ度以上）

要介護５
在所者数
経管栄養
点滴
喀痰吸引
膀胱カテーテル
疼痛管理
モニター測定1)
褥瘡の処置(Ⅲ度以上）

注 1) 心拍・血圧・酸素飽和度の測定を指す。

老人の日常生活自立度における最重度のＣ（１
日中ベッド上で過ごし，排泄，食事，着替えに
おいて介助を要する者）の割合は，介護療養型
医療施設（53.7％），介護老人福祉施設（28.8
％），介護老人保健施設（14.9％）の順で高
かった。認知症老人の日常生活自立度における
Ⅳ（日常生活に支障を来すような症状・行動や
意思疎通の困難さが頻繁に見られ，常に介護を
必要とする者）とＭ（著しい精神症状や問題行
動あるいは重篤な身体疾患が見られ，専門医療

を必要とする者）の割合は，介護療養型医療施
設（Ⅳ31.9％，Ｍ12.1％），介護老人福祉施設
（Ⅳ27.9％，Ｍ6.5％），介護老人保健施設（Ⅳ
15.8％，Ｍ1.9％）の順で高かった。入所期間
が６カ月未満の在所者は，介護老人保健施設で
40.6％，介護療養型医療施設で25.2％であるの
に対し，介護老人福祉施設では9.6％であり，
４年以上の在所者が37.0％に上っていた。介護
保険施設入所前の生活場所をみると，介護老人
福祉施設では，自宅，施設（介護老人福祉施設，

介護老人保健施設，その他の社会福祉施
設），医療機関からそれぞれほぼ均等に
入所していた。一方，介護老人保健施設
と介護療養型医療施設では，55.2％，
75.4％の在所者が医療機関からの入所で
あった。

施設内で医療処置を受けている在所者
の人数と在所者全体に対する割合を
に示す。施設内で医療処置を受けている
者の割合は，介護老人福祉施設と介護老
人保健施設ではいずれも20.9％，介護療
養型医療施設では44.0％であった。要介
護１～４の在所者については医療処置を
受けている者の割合は施設種別ごとにほ
ぼ横ばいであり，介護老人福祉施設で
15～17％，介護老人保健施設で17～19％，
介護療養型医療施設で27～30％であった。
一方，要介護５の在所者では，医療処置
を受けている者の割合が急激に増加し，
介護老人福祉施設で31.7％，介護老人保
健施設で32.8％，介護療養型医療施設で
60.2％であった。
３施設内で医療処置を受けている者の
割合の高かった，経管栄養，点滴，喀痰
吸引 ，膀胱カテーテル，疼痛管理，褥
瘡の処置（Ⅲ度以上）の６項目について，
施設種別ごとにその割合を に示す。
介護老人福祉施設と介護老人保健施設で
は，疼痛管理（介護老人福祉施設5.6％，
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介護老人保健施設6.8％），経管栄養（4.1％，
2.2％），喀痰吸引（3.1％，1.8％）の順に高
かった。介護療養型医療施設では，経管栄養
（18.5％），喀痰吸引（13.5％），膀胱カテーテ
ル（8.1％）の順に高かった。経管栄養，喀痰
吸引の医療処置を施設内で受ける在所者の割合
は，介護老人保健施設より介護老人福祉施設の
方が高かった。

施設内で主な医療処置を受けている在所者数
と在所者全体に対する割合を要介護度別に
に示す。要介護１～４の在所者で処置を受ける
者の高い医療処置の内容は，疼痛管理（介護老
人福祉施設4.8～8.5％，介護老人保健施設
5.5～10.7％，介護療養型医療施設6.4～16.8
％），モニター測定（1.8～1.9％，1.3～1.8％，



1.4～2.2％），点滴（0.7～1.9％，1.1～2.5％，
4.9～6.0％），膀胱カテーテル（0.2～1.5％，
0.4～1.8％，1.3～5.8％）であった。一方，要
介護５では，3施設ともに，経管栄養の割合が
最も高くなり（介護老人福祉施設13.5％，介護
老人保健施設11.8％，介護療養型医療施設38.0
％），次に喀痰吸引（介護老人福祉施設9.1％，
介護老人保健施設7.4％，介護療養型医療施設
25.9％）であった。３番目は，介護老人福祉施
設では点滴（4.0％）であったが，他の２施設
では膀胱カテーテル（介護老人保健施設5.2％，
介護療養型医療施設13.0％）であった。経管栄
養，喀痰吸引の処置を施設内で受けている者の
割合は，要介護５の在所者においても，介護老
人福祉施設の方が介護老人保健施設より高かっ
た。 で述べた６項目について，要介護度別，
介護保険施設種別ごとに に示す。経管栄養，
点滴，喀痰吸引，膀胱カテーテル，褥瘡の処置
（Ⅲ度以上）の５項目では，３施設とも，要介
護度の悪化に伴って医療処置を受ける在所者の
割合が増加していた。これに対し，疼痛管理は，
３施設とも，要介護度の悪化に伴って減少する
傾向が認められた。

Ⅳ

介護保険３施設内で医療処置を受けている在
所者の割合は，介護老人福祉施設，介護老人保
健施設で約２割，介護療養型医療施設で約４割
であった。要介護１～４では，疼痛管理，モニ
ター測定，点滴，膀胱カテーテルの処置を受け
る在所者の割合が高かった。要介護５になると，
３施設ともに，経管栄養と喀痰吸引が最も割合
の高い医療処置であった。また，経管栄養と喀
痰吸引の医療処置を受けている者の割合は，在
所者全体でも，要介護５の在所者のみでも，介
護老人保健施設より介護老人福祉施設の方が高
かった。３施設ともに，要介護度の悪化に伴っ
て，各医療処置を受ける在所者の割合は増加し
たが，疼痛管理の割合のみは減少した。
経管栄養を利用している在所者の割合につい

ては，愛知県下46の介護療養型医療施設を含む

療養型病床における郵送自記式調査の結果が報
告されている6)。これによると，平均して在所
者の13％が胃瘻による経管栄養を，11％が経鼻
経管栄養の処置を受けていたとされている。こ
の調査は，医療保険型の療養型医療施設が約７
割を占めており，おそらく，介護療養型医療施
設の方が若干低いという本研究結果と矛盾する
ものではないと考えられる。その他の介護保険
施設については，筆者らが検索した限り，経管
栄養を利用する在所者の割合を検討した報告は
なかった。
米国のナーシングホームでは，経口摂取が不
能または全介助の高度認知症患者に対する経管
栄養の使用割合が3.8％から44.8％であり，さ
らに州単位での格差も大きいことが報告されて
いる7)8)。また，経管栄養患者に対する償還払
いが高額であるために，在所者の体重減少が一
定の基準を満たした場合に，経管栄養を開始す
る方針の施設が存在し，倫理的に問題があると
された9)。現在の米国では，ナーシングホーム
利用者の経管栄養の導入に対して，他の医療処
置と同じように，本人または代理人による明確
な希望を確認することが勧告されている10)。
経管栄養の処置を受けている在所者の割合は，
在所者全体でも，要介護５の在所者のみでも，
介護老人保健施設より介護老人福祉施設の方が
高かった。介護老人福祉施設は医療職の配置に
乏しく，夜勤の看護職が常駐する施設は全体の
5.2％にすぎないことが報告されている11)。経
管栄養を利用する在所者は，入院や緊急入院の
割合が高いことが米国のナーシングホームにお
ける研究で報告されており12)，医療職員の観察
を頻回に要する在所者と考えられる。このため，
現在の介護老人福祉施設である特別養護老人
ホームでは，経管栄養利用者の入居制限が行わ
れていたことが報告されている13)。今後，経管
栄養の導入における高齢者本人と家族の自律性
の確保の状況，施設入居における入居制限の状
況などを含めた現状の検討が必要と考えられる。
喀痰吸引の処置を受けている在所者の割合も，
経管栄養と同様に，介護老人保健施設より介護
老人福祉施設の方が高かった。喀痰吸引は医療



行為とされているが，特別養護老人ホームに対
する調査では，全施設で介護職員が行っていた
と報告されている14)。今後，介護老人福祉施設
において，吸引を介護職員の提供するケアとし
ていくのか，看護職を増員するのか，あるいは
喀痰吸引を常時有する在所者の，医療職員の豊
富な施設への転入居を推奨する方策をとるのか，
検討が必要と考えられる。
膀胱カテーテルを留置していた在所者の割合

は，１地域における介護老人福祉施設71施設，
老人保健施設65施設の調査15)において，それぞ
れ1.0％，1.5％であったと報告されており，本
研究結果はこれを支持するものと考えられる。
海外のナーシングホームの報告における膀胱カ
テーテルを留置していた在所者の割合は，英国
で９％16)，米国では５～15％17)とされており，
日本の割合は海外と比較してやや低めであると
考えられる。しかし，専門医による判定では，
日本の老人ホームにおいて膀胱カテーテル留置
を行っている施設在所者のうち約40％が抜去可
能であったと報告15)されており，今後，その使
用が適正であるかどうかの検討が必要と考えら
れる。
疼痛管理を受けている在所者の割合は，他の

医療処置と異なり，要介護度の悪化に伴って減
少していた。日本で要介護度別に疼痛管理の割
合を検討した報告は，筆者らが検索した限りな
かった。全米のナーシングホームを対象とした
横断研究では，痛みが毎日あり，激しい，ある
いは我慢できない痛みになると職員に評価され
た在所者は，3.7％と報告されていた18)。また，
疼痛評価の訓練を受けた看護職の評価，施設職
員の評価いずれを行っても，認知症が高度にな
ればなるほど疼痛の割合と強度は減少したと報
告19)されており，本研究結果はこれを支持する
ものと考えられる。米国の他の報告では，家族
などの代理人による疼痛評価の感度より施設職
員による疼痛評価が劣ること20)が指摘されてい
る。このため，要介護度の上昇に伴う疼痛管理
の割合の低下が，認知症患者の疼痛を評価者が
認識できないことによる可能性があり，今後の
課題と考えられる。

褥瘡の処置は，いずれの要介護度においても
介護療養型医療施設で高かった。日本における
褥瘡全体の割合を全国規模で検討した報告は，
筆者らが検索した範囲ではなかった。米国の
ナーシングホームの報告では，褥瘡全体の割合
は8.5％で，Ⅱ度以上（皮膚全層にいたる褥
瘡）の割合は5.6％であった報告されている21)。
ドイツにおけるナーシングホーム15施設を対象
として行われた調査において，褥瘡全体の割合
は11.8％で，Ⅱ度以上の褥瘡は6.1％であった
と報告されている22)。これらの報告を考慮する
と，介護療養型医療施設におけるⅢ度以上の褥
瘡の処置を要する在所者が4.8％という値は，
国内外のナーシングホームの値にほぼ近いか，
または若干高めと考えられる。逆に，介護老人
福祉施設や，介護老人保健施設におけるⅢ度以
上の褥瘡の処置を要する在所者が１％台である
という本結果は，海外のナーシングホームと比
較して低めと考えられる。今後，Ⅲ度以上の褥
瘡の処置を要する在所者の割合が介護療養型医
療施設で高い原因が，在所者の日常生活動作レ
ベルによるものであるのか，または他の環境要
因などが影響しているのか等の検討が必要であ
る。
本研究の限界としては，データとして用いた
「平成13年介護サービス施設・事業所調査」は，
調査対象施設の職員が質問紙に回答を記入する
という自記式調査であることから，カルテなど
の記録を参照して質問紙への記入が行われた場
合，記録漏れのために医療処置の割合が実際よ
りも過少評価されている可能性が考えられる。
上記の限界はあるものの，本研究は，国の統
計調査の公表データに基づいており，信頼性が
高いと考えられる。また，要介護度の考慮を含
めて，介護保険３施設における施設内医療処置
の状況を明らかにした初めての研究である。こ
のため，介護保険施設において，限られた医療
資源を有効に活用しつつ，質の高いケアを提供
するための方策を検討する上で，基礎的な資料
を提供するものである。
今後，介護保険施設における医療処置が，適
切な評価のもとで高いケアの質を保ち，在所者



の自律性と公平性を守り，かつ国の介護保険お
よび医療保険システムが健全に維持できる効率
性を兼ね備えているのか，検討が必要であると
考えられる。
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